機材等貸与契約書

１．物品名称
２．貸与場所
３．貸与費用　　　無　　料
４．貸与期間　　　令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日まで

　上記事業について、白井市（以下「貸与人」という。）と公益社団法人白井市シルバー人材センター（以下「借受人」という。）は、令和　年　月　日に締結した○○○○○○○○○○業務委託契約書仕様書記載の貸与品について、別添の条項によって機材等貸与契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

　この契約の締結を証するため、この証書２通を作成し、貸与人及び借受人が記名押印のうえ、各自１通を保有するものとする。

　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　貸与人　　住　所　　千葉県白井市復１１２３
　　　　　　　　　氏　名　　白井市
　　　　　　　　　　　　　　　白井市長　笠井 喜久雄　　　　 印
　　　　　　　　

　　　　　借受人　　住　所　　千葉県白井市清戸７６５番地の２
　　　　　　　　　　氏　名　　公益社団法人白井市シルバー人材センター
　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　　印

機　材　等　貸　与　約　款

（総　則）

第１条　貸与人は、契約書記載の物品（以下「この物品」という。）を契約書記載の貸与期間、○○○○○○○○○業務委託契約書記載仕様書等に従い借受人に貸与するものとする。

２　この契約において契約期間とは、契約締結日から貸与期間の末日までの間をいう。

３　この契約書に定める報告、申出、協議、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。

４　この契約書及び仕様書等における期間の定めについては、この契約書又は仕様書等に特別の定めがある場合を除き、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。
５　この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。

（一般的損害等）

第２条　この契約の履行に関して契約期間中に発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）については、借受人がその費用を負担するものとする。ただし、その損害（保険その他によりてん補された部分を除く。）のうち、貸与人の責に帰すべき理由により生じたものについては、貸与人が負担する。

（物件の使用等）

第３条　貸与人は、この物品を契約書及び仕様書等で指定された場所（以下「貸与場所」という。）へ、使用可能な状態に調整した上、貸与期間の開始日（以下「使用開始日」という。）から借受人の使用に供しなければならない。

（転貸の禁止）

第４条　借受人は、この物品を第三者に転貸してはならない。ただし、あらかじめ貸与人の承諾があったときは、この限りでない。

（物件の管理責任等）

第５条　借受人は、この物品を善良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。

２　借受人は、この物品を本来の用法によって使用し、かつ、借受人の通常の業務の範囲内で使用するものとする。

３　この物品に故障が生じたときは、借受人は、直ちに貸与人に報告しなければならない。

（代替品の提供）

第６条　貸与人は、この物品が使用不可能となった場合において、速やかな回復が困難であるときは、借受人の業務に支障を来さないよう、この物件と同等の物品を貸与人の負担で借受人に提供するものとする。ただし、借受人の責に帰すべき理由により使用不可能となった場合は、この限りでない。

２　前項の規定により、貸与人が代替品を提供することとなったときは、第４条の規定を準用する。

（物件の返還等）

第７条　借受人は、この契約が終了したときは、この物品を通常の損耗を除き、原状に回復して返還するものとする。ただし、貸与人が認めた場合は、現状のままで返還できるものとする。

２　借受人は、この物品に投じた有益費又は必要費があっても貸与人に請求しないものとする。

（所有権の表示）

第８条　貸与人は、この物品に所有権の表示をするものとする。

（物件の原状変更）

第９条　借受人は、次に掲げる行為をするときは、事前に貸与人の承諾を得るものとする。

　（１）この物品に装置、部品、付属品等を付着し、又はこの物件からそれらを取り外すとき

　（２）この物品を他の物品に付着するとき

　（３）この物品に付着した表示を取り外すとき

　（４）この物品の借入場所を他へ移動するとき

（契約内容の変更等）

第１０条　貸与人は、必要があるときは、借受人と協議の上、この契約の内容を変更し、又はこの物品の貸与を一時中止させることができる。

（協議解除）

第１１条　貸与人は、必要があるときは、借受人と協議の上、この契約を解除することができる。

（疑義の決定等）

第１２条　この契約書の各条項若しくは仕様書等の解釈について疑義を生じたとき又はこの契約書若しくは仕様書等に定めのない事項については、貸与人と借受人とが協議の上定めるものとする。

